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 2018年4月開始の「中期経営計画2020」に関する説明 



 住友商事グループの「目指すべき企業像」と「経営理念」 
  

 「目指すべき企業像」 
  常に変化を先取りして新たな価値を創造し、広く社会に 
  貢献するグローバルな企業グループ 
 
 「経営理念」 
 ・健全な事業活動を通じて豊かさと夢を実現する 
 ・人間尊重を基本とし、信用を重んじ確実を旨とする 
 ・活力に溢れ、革新を生み出す企業風土を醸成する  

  

こうした、基軸となる価値観を大事にしながら企業活動を行ってきた 
 



 社会課題の解決に向け、企業が果たす役割への期待の高まり 

 

 当社は昨年4月に、自らの強みを活かし、社会とともに 
持続的に成長するための「6つのマテリアリティ」を特定・開示 

 目指すべき企業像や経営理念の観点も踏まえて作成 

 事業戦略の策定や個々のビジネスの意思決定における重要要素 

  

 今後の社会課題への対応 

 自らの強みを活かし、社会とともに成長すべく真摯に取り組んでいく 

 中期経営計画にも「マテリアリティ」の考え方を活かす 
 

  
 



 新中計「中期経営計画2020」 （2018年度から３年間の計画） 

 第四次産業革命などの産業構造の変化、 
   全産業のボーダーレス化・複合化の流れが加速する環境下、 
   「新たな価値創造への飽くなき挑戦」をテーマに取り組む 

 新中計の核は、「成長戦略の推進」とそれを支える「経営基盤の強化」 
 

 

  「成長戦略」 

 新たな価値創造に向けた当社の成長の方向性 

 成長戦略の三本柱 

    ・ 「既存事業のバリューアップ」 

    ・ 「次世代新規ビジネス創出」 

    ・ 「プラットフォーム事業の活用」 
 



【既存事業のバリューアップ】 
  

 コアとなる各事業領域を踏まえて6事業部門に再編し、 
各事業部門が成長戦略を強力に実行する体制を整備して 
以下に取り組む  

 収益の柱をさらに太く 

 ・ 従来の延長線上での収益モデルに安住せず、それぞれが有する 
   ネットワークや事業基盤を活かして、更なるバリューアップを図る 

 事業のフルポテンシャル化の追求 

 ・ 食料事業の収益拡大や、資源上流大型案件の完遂と 
     早期収益化など、各事業の潜在力を最大限引き出す 

  ビジネス環境変化への迅速な対応 
 ・ 社会の低炭素化など、気候変動問題への対応 
   （例えば、インフラビジネスでは中長期的にガス火力・再生可能 
     エネルギーへシフト） 
 ・ 次世代のモビリティ社会を見据えた事業の推進 



【次世代新規ビジネス創出】 
  

 中長期視点で取り組むべき「3つの成長分野」を特定し、 
  3年合計で「3,000億円」程度を資金投下する計画  

 加速度的なビジネス環境の変化の中で、メガトレンドや社会課題、 
    当社のケイパビリティを踏まえて特定 
  

 「テクノロジー x イノベーション」 

 今後第四次産業革命において、全ての産業がICT化し、様々な 
  「コト」（Things）が繋がることによって、ボーダーレス化・複合化が進展 

 加速度的なスピードで進むテクノロジーの発展や、あらゆる産業構造を  
   変えるようなイノベーティブな新しいビジネスモデルへの対応が必要 

 重点テーマ 
    ・ デジタルトランスフォーメーションの加速によるビジネスの高度化、 
      ビジネスモデルの変革へのチャレンジ 
    ・ 次世代の収益基盤構築の布石として機動的・柔軟にR&D活動 
      を推進（次世代ビジネス投融資枠200億円を設定） 



 「ヘルスケア」 

 高齢化や医療費の膨張は、日本だけでなくグローバルな社会課題 
  となりつつあり、ヘルスケア市場の急速な拡大が見込まれる 

 当社グループの事業基盤や機能を活用し、以下の取り組みを強化 

  ・ 医療費効率化に繋がる新たなビジネスモデルの開発 

  ・ IoT/AIなど技術革新を活用したデジタルヘルス事業の拡充 

  ・ 新興国での医療インフラ整備   など 

  

 「社会インフラ」  

 世界的な人口増、都市化の進展や、気候変動問題への対応が急務 

 こうした状況を踏まえ、当社は以下の事業へ取り組む 

  ・ 都市開発・スマートシティプロジェクト、及びインフラ整備事業 

  ・ 次世代エネルギーマネジメントや蓄電池、水素など、新技術を 
       活用した「環境配慮型ビジネス」 



【プラットフォーム事業の活用】  
 
 当社グループの事業は、ありとあらゆる「産業」「社会」「地域」に 

接して活動しており、全てが繋がる世界において、且つ、 
ボーダーレス化・複合化が進む世の中においては、こうした「接点」を 
多く持っていることが、新たな価値を生み出す原動力になる 

 
 原動力となるプラットフォーム事業基盤・機能の活用  

 「顧客基盤」や「通信・放送・ネットワーク」、 
   「リース・レンタル・シェアリング事業基盤」「デジタルプラットフォーム」など 

 これらを活用し、当社の特色・強みである 
  事業と事業の掛合せ、組織間連携によって、 
   「既存事業を再定義」し、また「新たなビジネスモデルの構築」を 
  することによって、「新たな価値の創造」をしていく 

  



 事業支援機能  

（成長戦略を加速するための仕組みとして） 
  

 機能1：新規事業開発支援 

    ・ 全世界に広がる当社事業基盤・ネットワークの強みを活用し、 
       各事業部門、地域組織間の連携による新規事業開発を推進 

    ・ 全社での次世代ビジネス育成のための仕組み作り・経営資源配分  
  

 機能2：フルポテンシャルプラン 

    ・ 全社ポートフォリオの質の改善を目的に事業会社をモニタリングし、 

      成長ポテンシャルが残されている事業の底上げを図る 
  

 機能3：アセットサイクルマネジメント 

  ・ 他人資本の取り込みや活用により、各事業の資産効率改善をサポート 

  ・ 必要に応じて事業投資の出口戦略立案・実行支援 
  

 機能4：デジタルトランスフォーメーション 

  ・ 各事業部門が連携し、各分野の知見や事業基盤にテクノロジー 
    を掛け合わせて当社ビジネスモデルの変革を加速していく 

   （既に全社横断的なICT機能提供を強化する体制を整備） 
 

 



【成長戦略を支える「経営基盤の強化」の取り組み】 
 

 ガバナンスの高度化 

 新中計においても取締役会のモニタリング機能を強化 

   ・ 今年6月の株主総会を経て、社外取締役を3名→5名に増員し比率を高める 

 当社グループのガバナンスを担保すべく、内部統制推進を通じた事業会社の 
  業務品質の向上に努める 

     ⇒ 継続的に経営改革の実践に取り組む 
 
 人材戦略の高度化 

 基本コンセプト「Diversity＆Inclusion～多様な力を競争力の源泉に～」  

 ・ 一人ひとりのちがいを認め、尊重し、受け容れる 

 ・ グローバルに多士済々な人材がおり、その強みを伸ばし、活かし、 
   1人ひとりのチャレンジを促すことで、新中計の成長戦略の推進と 
     当社グループの持続的成長に社員一人一人が貢献していく 

[今後の取り組み] 

  ・ 評価制度の見直し 

  ・ 様々な働き方を促進し、健康経営を推進 

  ・ 成長分野に対し、ベストな人材をタイムリーに配置できる体制整備 

 



 財務健全性の向上  
 
 [前中計] 

⇒ 配当後フリーキャッシュ・フロー6,300億円を創出し、 
         有利子負債の返済を進め、財務健全性を確保  
   
 [新中計] 

⇒ 経営基盤の更なる強化を目的に、もう一段の 
   財務健全性の向上に取り組む 

 ・ キャッシュイン：1兆8,000億円を予定 
    着実なキャッシュ創出力の高まり、積極的な資産入替の継続 

 ・ 投融資計画：1兆3,000億円 
    上記のキャッシュを原資に、成長に必要な投融資を確りと実行 

    ・ 配当：3,000億円（3年間合計） 

 キャッシュ・フローマネジメントの継続 

 更なるレバレッジ改善 
  ・ 3年合計配当後フリーキャッシュ・フロー2,000億円以上を確保の上、 
    有利子負債の返済に充当 

 コア・リスクバッファーとリスクアセットのバランスを「維持」 



【定量計画】 

  

 2018年度計画  

 当期利益：3,200億円 

 基礎収益：3,400億円 

 

 効率性指標（新中計の3年間を通じて） 

 ROA4％以上、ROE10％以上 

 

 最終年度の2020年度に向けて、経営基盤を強化しつつ、 
成長戦略の推進による着実な利益成長を目指す  

 



【配当方針】 
  
 長期・安定配当を基本方針としつつ、中長期的な利益成長による 

1株あたりの配当額の増加を目指す（従来方針から変更なし） 

  
 連結配当性向の目安を30%程度へ引き上げ（従来25%以上）  

 前中計で一定の財務健全性を確保し、安定的な収益基盤を構築 
  できたこと、また今後の投資計画などの資金需要を考慮して変更 

 配当額は基礎収益やキャッシュ・フローの状況等を勘案し決定 

 
 2018年度の配当予定：一株あたり75円を予定 
                      （当期利益3,200億円の計画を踏まえて） 



 来年、住友商事グループは創立100周年。 
1919年の創立以来、各産業･全世界の事業パートナーなど 
ステークホルダーの皆さまと共に、産業や組織の壁を越え、連携し、 
新たな価値を創造する力を磨いてきた。 

 
 力を合わせて、人々の暮らしを、私たちの暮らしを、より豊かにしたい。 
   私たちの事業を通じて、変わりゆく社会をもっともっと魅力あふれるものに 
   したい。そのような会社であり続けたい。変わりゆく社会のニーズに素早く 
   応え、新たな価値を創造していくことは、住友商事グループの使命。 
  
 「中期経営計画2020」では、「新たな価値創造への飽くなき挑戦」を 
   テーマに、既存事業を更に大きくすることはもとより、失敗を恐れず、 
   攻めの姿勢で、当社グループのプラットフォーム事業のフル活用と 
   デジタルトランスフォーメーションを推進。次の100年に向けて、次世代の 
   新たな収益の柱となるビジネスを創出していく。 
  
 「夢なきものに成功なし。」 
   高い目標を掲げ、信念に従って実際に踏み行う。 
   「実践躬行（じっせんきゅうこう）」により、住友商事グループ一丸、 
   夢の実現に向けて、新たな価値創造への飽くなき挑戦を続けていく 。 
 
  住友商事グループのこれからにご期待頂きたい。 
  








































